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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第1 【企業の概況】

1 【主要な経営指標等の推移】

回次
第160期
第2四半期

連結累計期間

第161期
第2四半期

連結累計期間
第160期

会計期間
自 2022年4月 1日
至 2022年9月30日

自 2023年4月 1日
至 2023年9月30日

自 2022年4月 1日
至 2023年3月31日

営業収益 (千円) 5,249,638 5,392,601 10,553,918

経常利益 (千円) 529,155 622,640 1,037,924

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 341,464 416,396 716,669

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 368,158 462,869 728,128

純資産額 (千円) 14,834,321 15,528,102 15,145,269

総資産額 (千円) 21,795,037 21,710,689 22,034,773

1株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 20.92 25.50 43.88

潜在株式調整後1株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 20.90 － 43.84

自己資本比率 (％) 68.1 71.5 68.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 944,870 1,018,366 1,849,037

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △109,309 △331,086 △283,414

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △519,106 △646,084 △919,518

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 3,222,912 3,593,759 3,552,563

　

回次
第160期
第2四半期

連結会計期間

第161期
第2四半期

連結会計期間

会計期間
自 2022年7月 1日
至 2022年9月30日

自 2023年7月 1日
至 2023年9月30日

1株当たり四半期純利益 (円) 11.08 12.45

(注) 1. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

2. 当第2四半期連結累計期間の潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

2 【事業の内容】

当第2四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第2 【事業の状況】

1 【事業等のリスク】

当第2四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

2 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1)財政状態及び経営成績の状況

当第2四半期連結累計期間における当社グループの営業収益は53億9千2百万円となり、前年同四半期に比べ1億4千2

百万円（2.7％）の増収となりました。営業原価は42億1千1百万円となり、前年同四半期に比べ5千4百万円（1.3％）

増加し、販売費及び一般管理費は5億6千6百万円となり、前年同四半期に比べ1千万円（1.9％）増加しました。これら

により、営業利益は6億1千4百万円となり、前年同四半期に比べ7千7百万円（14.5％）の増益となりました。経常利益

は6億2千2百万円となって前年同四半期に比べ9千3百万円（17.7％）の増益となり、法人税等合計2億6百万円を差し引

くと、親会社株主に帰属する四半期純利益は4億1千6百万円となり、前年同四半期に比べ7千4百万円（21.9％）の増益

となりました。

セグメントごとの経営成績は、次のとおりであります。

(物流事業)

倉庫業務は、当第1四半期に首都圏の営業所内で新規貨物の取扱を開始したことや、前期から開始した新規及び既存顧

客の取扱物量の増加が寄与したことなどにより、前年同四半期に比べ保管料や荷役荷捌料収入が増加しました。運送業

務では、移転作業の取扱は前期並となりましたが、配送の取扱が減少しました。この結果、外部顧客に対する営業収益

は45億6千2百万円となり、前年同四半期に比べ1億4千4百万円（3.3％）の増収となりました。営業原価で下払作業費が

増加しましたが、前年同四半期に比べ修繕費が減少しました。以上により、セグメント利益は3億8千4百万円となり、前

年同四半期に比べ9千6百万円（33.4％）の増益となりました。

(不動産事業）

前第1四半期に駐車場賃貸で大口契約の解約が発生しましたが、前期から開始した新規顧客への賃貸収益が寄与したこ

となどにより、外部顧客に対する営業収益は6億5千2百万円となり、前年同四半期に比べ7百万円（1.1％）の増収となり

ました。営業原価で減価償却費などが増加しましたが、セグメント利益は4億4千1百万円となり、前年同四半期に比べ若

干の増益となりました。

(その他の事業）

ゴルフ練習場は入場者数及び利用球数が減少し、営業収益が1億2千9百万円となり減収となりました。売電事業は日照

量の減少により発電量が減少したため、営業収益が4千7百万円となり減収となりました。

以上により、その他の事業の営業収益は1億7千7百万円となり、前年同四半期に比べ8百万円（4.5％）の減収となりま

した。セグメント利益は6千8百万円となり、前年同四半期に比べ1千1百万円（14.1％）の減益となりました。

当第2四半期連結会計期間末の資産合計は217億1千万円となり、前連結会計年度末に比べ3億2千4百万円減少しまし

た。これは、流動資産において受取手形及び売掛金が減少し、固定資産において建物及び構築物の減価償却が進んだこ

となどによります。負債合計は61億8千2百万円となり、前連結会計年度末に比べ7億6百万円減少しました。これは、流

動負債において未払金が減少し、固定負債において長期借入金が減少したことなどによります。純資産合計は155億2千8

百万円となり、前連結会計年度末に比べ3億8千2百万円増加しました。これは、株主資本の利益剰余金が増加したことな

どによります。
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(2)キャッシュ・フローの状況の分析

当第2四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、35億9千3百万円となりました。

当第2四半期連結累計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第2四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益の計上や減価償却によ

る資金留保等により、10億1千8百万円の収入超過（前年同四半期連結累計期間は9億4千4百万円の収入超過）となりまし

た。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第2四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出等により、3億3千

1百万円の支出超過（前年同四半期連結累計期間は1億9百万円の支出超過）となりました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第2四半期連結累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出等により、6億4千6

百万円の支出超過（前年同四半期連結累計期間は5億1千9百万円の支出超過）となりました。

(3)優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第2四半期連結累計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。

(4)研究開発活動

　該当事項はありません。

3 【経営上の重要な契約等】

当第2四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第3 【提出会社の状況】

1 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 29,835,000

計 29,835,000

　

② 【発行済株式】

種類
第2四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年9月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 16,419,110 16,419,110
東京証券取引所
スタンダード市場

権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株式
単元株式数100株

計 16,419,110 16,419,110 ― ―

(注) 第2四半期会計期間末現在及び提出日現在発行数のうち、111,100株は現物出資（金銭報酬債権46,884千円）によ

るものであります。

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

　

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2023年7月 1日～
2023年9月30日 (注）

5,000 16,419,110 580 2,630,129 580 725,092

(注) 新株予約権の行使による増加であります。
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(5) 【大株主の状況】

2023年9月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

野村プロパティーズ株式会社 東京都中央区日本橋本町1丁目7-2 7,542 46.1

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町2丁目2-1 754 4.6

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋1丁目13-1 715 4.4

株式会社SBI証券 東京都港区六本木1丁目6-1 244 1.5

塚 田 和 巳 座間市 224 1.4

城見不動産株式会社 大阪市中央区東心斎橋1丁目1-12 191 1.2

杉村倉庫従業員持株会 大阪市港区福崎1丁目1-57 180 1.1

三和建設株式会社 大阪市淀川区木川西2丁目2-5 179 1.1

株式会社住友倉庫 大阪市北区中之島3丁目2-18 163 1.0

株式会社上組 神戸市中央区浜辺通4丁目1-11 150 0.9

計 ― 10,346 63.3

(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2023年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 67,700

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

163,410 ―
16,341,000

単元未満株式
普通株式

10,410
― ―

発行済株式総数 16,419,110 ― ―

総株主の議決権 ― 163,410 ―

(注) 単元未満株式数には自己保有株式75株が含まれております。

② 【自己株式等】

2023年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
㈱杉村倉庫

大阪市港区福崎1－1－57 67,700 ― 67,700 0.41

計 ― 67,700 ― 67,700 0.41

2 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第4 【経理の状況】

1．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

2．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第2四半期連結会計期間(2023年7月1日から2023年9月30

日まで)及び第2四半期連結累計期間(2023年4月1日から2023年9月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、EY新

日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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1 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,555,063 3,596,259

受取手形及び売掛金 1,173,231 1,076,794

リース投資資産（純額） 2,642,357 2,589,292

その他 93,781 118,967

貸倒引当金 △4,412 △4,669

流動資産合計 7,460,020 7,376,644

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 7,264,501 7,013,719

機械装置及び運搬具（純額） 390,442 432,835

工具、器具及び備品（純額） 203,420 184,668

土地 4,557,435 4,557,435

リース資産（純額） 26,524 22,396

有形固定資産合計 12,442,325 12,211,056

無形固定資産

借地権 295,290 295,290

その他 605,543 513,963

無形固定資産合計 900,833 809,253

投資その他の資産

投資有価証券 718,489 781,982

繰延税金資産 150,678 152,829

その他 383,812 400,311

貸倒引当金 △21,387 △21,387

投資その他の資産合計 1,231,593 1,313,735

固定資産合計 14,574,752 14,334,045

資産合計 22,034,773 21,710,689
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 384,595 289,218

1年内返済予定の長期借入金 814,376 538,448

未払金 244,504 27,191

リース債務 9,057 8,618

未払法人税等 151,879 194,095

未払消費税等 116,825 109,338

賞与引当金 183,325 186,039

未払費用 257,677 303,804

その他 127,561 128,059

流動負債合計 2,289,803 1,784,812

固定負債

長期借入金 3,358,041 3,103,735

長期預り金 169,502 169,502

リース債務 20,091 16,001

繰延税金負債 60,417 75,572

役員退職慰労引当金 185,336 199,505

退職給付に係る負債 769,910 796,820

資産除去債務 36,401 36,637

固定負債合計 4,599,700 4,397,774

負債合計 6,889,503 6,182,587

純資産の部

株主資本

資本金 2,629,549 2,630,129

資本剰余金 2,427,310 2,428,755

利益剰余金 9,918,118 10,252,813

自己株式 △42,456 △41,661

株主資本合計 14,932,522 15,270,037

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 245,707 288,666

退職給付に係る調整累計額 △34,115 △30,601

その他の包括利益累計額合計 211,592 258,064

新株予約権 1,155 -

純資産合計 15,145,269 15,528,102

負債純資産合計 22,034,773 21,710,689
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第2四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

営業収益 5,249,638 5,392,601

営業原価 4,157,174 4,211,793

営業総利益 1,092,464 1,180,808

販売費及び一般管理費

給料及び手当 254,195 249,550

その他 301,215 316,452

販売費及び一般管理費合計 ※ 555,410 ※ 566,003

営業利益 537,053 614,804

営業外収益

受取利息 1 3

受取配当金 21,431 21,097

社宅使用料 15,074 14,494

その他 8,077 11,992

営業外収益合計 44,584 47,588

営業外費用

支払利息 27,822 24,114

支払手数料 12,782 12,661

その他 11,879 2,975

営業外費用合計 52,483 39,752

経常利益 529,155 622,640

特別損失

固定資産除却損 14,599 -

特別損失合計 14,599 -

税金等調整前四半期純利益 514,556 622,640

法人税、住民税及び事業税 154,509 214,055

法人税等調整額 18,582 △7,810

法人税等合計 173,091 206,244

四半期純利益 341,464 416,396

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益 341,464 416,396
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【四半期連結包括利益計算書】

【第2四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

四半期純利益 341,464 416,396

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 22,774 42,958

退職給付に係る調整額 3,919 3,513

その他の包括利益合計 26,694 46,472

四半期包括利益 368,158 462,869

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 368,158 462,869

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
　至 2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 514,556 622,640

減価償却費 440,605 465,847

貸倒引当金の増減額（△は減少） △255 256

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,034 2,713

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △14,788 26,910

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △34,229 14,169

株式報酬費用 12,411 12,269

受取利息及び受取配当金 △21,432 △21,101

支払利息 27,822 24,114

売上債権の増減額（△は増加） 138,939 96,436

リース投資資産の増減額（△は増加） 47,651 53,064

仕入債務の増減額（△は減少） △55,549 △95,377

未払消費税等の増減額（△は減少） △4,389 △7,486

未収消費税等の増減額（△は増加） - 2,054

その他 20,607 △3,710

小計 1,075,983 1,192,802

利息及び配当金の受取額 21,432 21,101

利息の支払額 △28,061 △24,279

法人税等の支払額 △124,484 △171,257

営業活動によるキャッシュ・フロー 944,870 1,018,366

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △106,118 △335,334

有形固定資産の売却による収入 2,269 5,915

無形固定資産の取得による支出 △4,214 △400

投資有価証券の取得による支出 △1,246 △1,267

投資活動によるキャッシュ・フロー △109,309 △331,086

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △413,404 △530,234

自己株式の取得による支出 △29,967 △29,940

リース債務の返済による支出 △3,688 △4,128

新株予約権の行使による株式の発行による収入 1,122 5

配当金の支払額 △73,168 △81,787

財務活動によるキャッシュ・フロー △519,106 △646,084

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 316,454 41,196

現金及び現金同等物の期首残高 2,906,458 3,552,563

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,222,912 ※ 3,593,759
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【注記事項】

(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費の主なもの
前第2四半期連結累計期間

(自 2022年4月 1日
至 2022年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自 2023年4月 1日
至 2023年9月30日)

賞与引当金繰入額 29,552千円 29,674千円

役員退職慰労引当金繰入額 14,751千円 14,169千円

退職給付費用 6,353千円 8,096千円

減価償却費 95,476千円 94,862千円

租税公課 27,415千円 27,556千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係
前第2四半期連結累計期間

(自 2022年4月 1日
至 2022年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自 2023年4月 1日
至 2023年9月30日)

現金及び預金 3,225,412千円 3,596,259千円

預入期間が3か月を超える
定期預金

△2,500千円 △2,500千円

現金及び現金同等物 3,222,912千円 3,593,759千円

　

(株主資本等関係)

前第2四半期連結累計期間(自 2022年4月1日 至 2022年9月30日)

1．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年4月28日
取締役会

普通株式 利益剰余金 73,521 4.50 2022年3月31日 2022年6月8日

　
2．基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会計期間の末日後と

なるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2022年10月28日
取締役会

普通株式 利益剰余金 49,021 3.00 2022年9月30日 2022年12月1日

　
3．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

当第2四半期連結累計期間(自 2023年4月1日 至 2023年9月30日)

1．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年4月28日
取締役会

普通株式 利益剰余金 81,701 5.00 2023年3月31日 2023年6月8日

　
2．基準日が当第2四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第2四半期連結会計期間の末日後と

なるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
1株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2023年10月27日
取締役会

普通株式 利益剰余金 49,054 3.00 2023年9月30日 2023年12月1日

　
3．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第2四半期連結累計期間(自 2022年4月1日 至 2022年9月30日)

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円）

報告セグメント
調整額
(注)1

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)2

物流事業 不動産事業
その他の
事業

計

営 業 収 益

顧客との契約から生じ
る収益

4,418,131 ― 185,749 4,603,880 ― 4,603,880

その他の収益(注)3 ― 645,757 ― 645,757 ― 645,757

外部顧客に対する営業
収益

4,418,131 645,757 185,749 5,249,638 － 5,249,638

セグメント間の内部営
業収益又は振替高

8,760 53,327 14,430 76,517 △76,517 －

計 4,426,891 699,085 200,179 5,326,156 △76,517 5,249,638

セグメント利益 287,877 440,564 79,933 808,375 △271,321 537,053

(注)1 調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益の調整額271,321千円は、各報告セグメントに配分されていない全社費用であります。全社費

用は、親会社の本社管理部門に係る費用であります。

　 2 セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

3 その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる不動産賃貸収入であります。
　
　

Ⅱ 当第2四半期連結累計期間(自 2023年4月1日 至 2023年9月30日)

報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円）

報告セグメント
調整額
(注)1

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)2

物流事業 不動産事業
その他の
事業

計

営 業 収 益

顧客との契約から生じ
る収益

4,562,332 ― 177,367 4,739,700 ― 4,739,700

その他の収益(注)3 ― 652,901 ― 652,901 ― 652,901

外部顧客に対する営業
収益

4,562,332 652,901 177,367 5,392,601 － 5,392,601

セグメント間の内部営
業収益又は振替高

6,900 53,696 11,760 72,356 △72,356 －

計 4,569,232 706,598 189,127 5,464,958 △72,356 5,392,601

セグメント利益 384,170 441,432 68,665 894,268 △279,463 614,804

(注)1 調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益の調整額279,463千円は、各報告セグメントに配分されていない全社費用であります。全社費

用は、親会社の本社管理部門に係る費用であります。

　 2 セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

3 その他の収益は、「リース取引に関する会計基準」の範囲に含まれる不動産賃貸収入であります。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

(1株当たり情報)

1株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後1株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以

下のとおりであります。
　

項目
前第2四半期連結累計期間
(自 2022年4月 1日
至 2022年9月30日)

当第2四半期連結累計期間
(自 2023年4月 1日
至 2023年9月30日)

(1) 1株当たり四半期純利益 20円92銭 25円50銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 341,464 416,396

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

341,464 416,396

普通株式の期中平均株式数(株) 16,324,641 16,330,191

(2) 潜在株式調整後1株当たり四半期純利益 20円90銭 －

(算定上の基礎)

　 親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) － －

　 普通株式増加数(株) 14,025 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

― ―

(注) 当第2四半期連結累計期間の潜在株式調整後1株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在

株式が存在しないため、記載しておりません。

(重要な後発事象)

　 該当事項はありません。

　

2 【その他】

第161期(2023年4月1日から2024年3月31日まで)中間配当について、2023年10月27日開催の取締役会において、2023

年9月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 49,054千円

② 1株当たりの金額 3円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2023年12月1日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年11月14日

株式会社杉村倉庫

取締役会 御中

EY新日本有限責任監査法人

大阪事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 入 山 友 作

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 木 村 容 子

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社杉村倉

庫の2023年4月1日から2024年3月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2023年7月1日から2023年9月30日

まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年4月1日から2023年9月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四

半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社杉村倉庫及び連結子会社の2023年9月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　



・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　


